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2023-7-20 第一回独立行政法人国民生活センター評価等のための有識者懇談会 

10時00分～11時45分 

 

○消費者庁地方協力課下村課長補佐 それでは、皆様、定刻となりましたので、ただいま

から第１回「独立行政法人国民生活センター評価等のための有識者懇談会」を開催いたし

ます。 

 本日進行を務めます、消費者庁地方協力課の下村と申します。よろしくお願いいたしま

す。 

 今年度も昨年同様、オンラインでの開催とさせていただいております。 

 本日の懇談会ですけれども、国民生活センターの令和４年度の業務実績の年度評価と、

平成30年度から令和４年度の５年間の第４期中期目標期間の業務実績評価につきまして、

有識者の皆様から御意見を頂戴するものでございます。 

 それでは、まず初めに本日の資料を確認させていただきます。 

 まず、当庁及び国民生活センターの会議室の座席表がございます。それと、「有識者懇

談会の開催について」という紙と議事次第がございます。議事次第の下段に本日の配付資

料を一覧にしておりまして、資料１－１から資料５までの計14の資料となっております。 

 このうち、本日、有識者の皆様から御意見をいただきたいものは資料１－３の「令和４

年度業務実績」と資料２－２「中期目標期間業務実績」となります。 

 また、資料１－２及び資料２－１でございますけれども、今回は様式のみとなっており

ますが、これにつきましては、本日の懇談会での御意見を踏まえまして主務大臣評価を記

載するものでございます。次回懇談会で御意見をいただくものとなります。 

 資料は以上でございますけれども、漏れとかはございませんでしょうか。 

 ありがとうございます。 

 それでは、議題に移りたいと思いますけれども、本日はオンライン会議でございますの

で、皆様、御発言の際にはお名前をお伝えくださいますようお願いいたします。御発言中

以外はマイクをミュートにしていただきますようお願いいたします。 

 ここから議題に係る進行につきましては、消費者庁地方協力課長の加藤が行います。加

藤課長、よろしくお願いいたします。 

○消費者庁地方協力課加藤課長 消費者庁地方協力課長の加藤でございます。おはようご

ざいます。 

 ここからは私のほうで進行させていただければと思います。 

 初めに、資料１－３「業務実績等報告書」ですけれども、国民生活センターの令和４年

度の年度評価46項目につきまして、センターの自己評価が記載されております。 

 それと、資料２－２「中期目標期間業務実績」ですけれども、国民生活センターの第４

期中期目標期間の業務実績46項目につきまして、センターの自己評価が記載されておりま

す。 
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 委員の皆様、本日は資料１－５と資料２－３の国民生活センターの自己評価説明資料を

中心にセンターから説明をしていただきますので、御意見、御質問等を頂戴できればと考

えております。 

 それでは、国民生活センターの令和４年度業務実績と第４期中期目標期間の業務実績に

係る自己評価について、関根企画課長より御説明をお願いします。 

○国民生活センター関根企画課長 国民生活センターの関根でございます。本日はどうぞ

よろしくお願いいたします。 

 最初に、令和４年度の自己評価につきまして、資料１－３、資料１－５に基づき御説明

いたします。 

 令和４年度は第４期中期目標期間の５年目、最終年となります。 

 まず、資料１－３の２ページ目をお開きください。 

 こちらに総括表がございます。令和４年度の自己評価ですが、評価対象項目は46項目の

うち、事象が発生しなかったなどの理由で対象外とした８項目を除いた38項目を対象とし

ておりまして、こちらについてＡ評価９項目、Ｂ評価29項目、Ｃ評価は０項目、ゼロでご

ざいます。 

 これらを踏まえまして、総括表の左側にございます「第１．国民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置」の８つの事業

がここに書かれておりますけれども、こちらの８つの事業の評価については、４番目の商

品テスト事業をＡ評価としまして、ほか７事業につきましてはＢ評価といたしております。 

 それでは、評価対象項目のうち、Ａ評価としたもの９項目と、基準を下回るがＢ評価と

した２項目について御説明いたします。 

 こちらにつきましては、資料１－５を御覧ください。 

 まず、Ａ評価とした項目の１つ目ですが、資料１－５の１～２ページの広報事業、消費

者教育の推進に関する情報の提供でございます。資料１－５に沿って説明しますと、令和

４年度においても、①高齢者、障害者等及びこれらの者への支援を行う関係者等への情報

提供、②消費者教育の推進に関する先進的な取組の情報提供、２ページ目に書いてある③

消費生活相談事例等の消費者教育への活用につきまして、消費者の多様性に応じ、消費者

教育の推進に資する取組を積極的に行いました。 

 ２ページの下辺りになります。特に成年年齢引下げが実施された年度において、一般の

若者が当センターのウェブサイトに掲載された情報を積極的に見ることがなかなか期待で

きない中、若者が普段利用する媒体等に当センターが発信したい情報を流すことで若者に

直接届ける手法による情報提供を複数回にわたり意欲的に実施したことにより、TikTokに

おいては約347万回、YouTubeにおいては約16万回視聴など、一定の周知効果が見られたと

思われます。 

 加えまして、１ページの①の３ポツ目に戻りますけれども、65歳以上の居住者が多く、

来客数の多い全国423か所の郵便局の待合スペースに「見守り新鮮情報」のチラシを設置し、
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登録促進を行う取組を試行したほか、②の２ポツ目辺りになりますけれども、ウェブサイ

トにおける専用ページの更新や東京事務所及び相模原事務所の展示スペース等におけるデ

ジタルサイネージのコンテンツの更新を時宜をとらえてこまめに実施いたしました。 

 令和４年度につきましては、上記により様々な取組を積極的に実施したことなどを踏ま

えまして、Ａと評価いたしました。 

 次に、Ａと評価した項目の２つ目について御説明させていただきます。 

 ３ページから４ページにかけてで、情報収集・分析事業、関係機関への情報提供及び情

報交換でございます。令和４年度においても、①「早期警戒指標」利用機能の提供及び活

用の促進、②消費生活センター等への情報提供、③行政機関等との情報交換、④適格消費

者団体・特定適格消費者団体のPIO-NET利用を通じまして、関係機関への情報提供等に資す

る取組を積極的に行ってまいりました。 

 実績につきましては、①に書かせていただいたとおり、「早期警戒指標」利用機能の提

供及び活用の促進にありますとおり、令和４年度におきましては、指標に設定されている

全国の消費生活センター等における「早期警戒指標」利用者数について、達成目標の7,000

人を十分に上回る9,159人、こちらは目標値の30％増に達しております。 

 また、②の部分ですけれども、昨年度、消費者庁において霊感商法等の悪質商法への対

策検討会が開催されまして、迅速な動きが求められる中、必要な相談情報を収集すること

ができるよう、また、不当寄附勧誘防止法に関連する相談情報を収集できるよう、PIO-NET

に関する事務連絡を発出するなど、迅速かつ的確に対応いたしました。 

 こちら補足して説明します。表の真ん中辺りに「PIO-NETに関する事務連絡発出回数」、

あと、「PIO-NETの刷新に関する資料等発行回数」がそれぞれ基準値より減っておりますが、

こちらにつきましては、令和３年９月に運用を開始したPIO-NET2020が安定稼働する状況

となりまして、関連する通知が減ったことが大きく影響したため、減っております。 

 令和４年度につきましては、上記により関係機関への情報提供及び情報交換を積極的に

実施したこと等を踏まえまして、Ａと評価いたしました。 

 続きまして、Ａとした項目の３つ目でございます。５ページの相談事業の関係行政機関

等に対する改善要望でございます。令和４年度は、令和３年度に比べ要望の件数は減少し

たものの、関係省庁や事業者、事業者団体と日常的に意見交換等を実施し、消費者トラブ

ルの実態等について情報共有を図り、制度等に関する改善要望を積極的に行い、関係機関

等による対応がなされました。具体的な意見交換の例を挙げますと、消費者庁との間で29

回、事業者団体につきましては生命保険や損害保険の保険協会、あと、日本貸金業協会等

と定期的に意見交換を実施しております。 

 消費者委員会のデジタル化に伴う消費者問題ワーキング・グループでは、SNS等をきっか

けとした消費者トラブルについての相談事例、例えば「SNSの広告を見てオンラインサロン

を契約したが、解約したくても連絡先が分からない」を紹介するなどし、問題点について

意見を述べ、2022年８月にまとめられた報告書では当センターが発表した事例が取り上げ
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られました。 

 また、消費者庁の景品表示法検討会におきましては、広告表示が問題となる相談事例の

紹介と問題点抽出を行い、検討会報告書にも盛り込まれました。 

 更にでございますけれども、消費者庁主催の霊感商法等の悪質商法への対策検討会につ

きましては、短期間で重要課題に対応する必要があった中、迅速かつ適切に対応し、消費

者保護に資する法整備に貢献いたしました。 

 令和４年度は、上記のように関係機関への要望等を積極的に実施したこと等を踏まえま

して、Ａと評価いたしました。 

 続きまして、Ａとした項目の４つ目でございます。６ページから７ページの商品テスト

事業、国民への情報提供でございます。PIO-NET等に蓄積されている相談情報や医療機関ネ

ットワーク等に登録された事故事例を調査、分析し、消費者に同種被害が多数発生してい

る事例や深刻な被害事例等に関する情報を迅速に分析して取りまとめました。 

 子供の事故につきましては、重篤な身体被害が発生する危険性の高い事故であり、更な

る被害発生の可能性も考えられたため、事故情報を把握してから公表まで迅速に対応する

とともに、必要に応じて専門医のコメントを掲載するなど、消費者に分かりやすく情報を

伝えることに努めておりました。 

 公表案件の中では、特に「シリカやケイ素を摂取できるとうたった飲料、健康食品等に

関する調査」や乳児の手指切断事故という情報に対して「樹脂製の折りたたみ式踏み台で

の指挟みに注意」を公表し、Twitter投稿後、大きな反響を得ております。また、製品事故

などについては、どの製品による事故なのかを明確にし、更なる消費者被害の発生や拡大

防止につなげるため、事業者名を含めた公表に積極的に取り組みました。さらに、新型コ

ロナウイルス感染のセルフチェックに使用する国の承認を受けた医療用抗原定性検査キッ

トについて、利用する際に参考となる情報を取りまとめ、情報提供を行っております。 

 こうした注意喚起の公表に当たっては、多種のメディアを通じて多くの消費者へ情報が

届くようにすることが重要でございます。そのため、効果的な情報発信を積極的に行った

ほか、取材には必要な情報を分かりやすく伝えてもらえるよう迅速、丁寧に対応いたしま

した。このほか、国民生活センターの商品テスト業務を特集するテレビ局の取材にも積極

的に協力し、国民生活センターにおける商品テストの意義を広く伝えるとともに、消費者

の事故防止への関心や意識の向上を図りました。 

 これらを踏まえまして、年度計画を十分に達成しているため、Ａと評価いたしました。 

 続きまして、Ａ評価とした項目の５番目になります。８ページから９ページの商品テス

ト事業、関係機関への情報提供、情報共有及び情報交換でございます。 

 相談解決のための商品テスト結果のうち、重大事故等12件及び法律に抵触するおそれの

ある９件に関して、必要な事項を消費者へ情報提供し、いずれも基準年の実績を上回りま

した。また、重大事故等のおそれがあるもの１件、消費者事故等のおそれがあるもの16件

について消費者庁等に情報提供を行い、消費者事故等のおそれがあるものについては基準
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年の実績を大きく上回りました。 

 「医師からの事故情報受付窓口」については、公益社団法人日本医師会へ周知の協力を

依頼する等の取組を行い、情報収集のさらなる強化に努めました。また、商品テスト結果

等を基に、関係省庁、事業者団体等の理解を得られるよう、情報提供を平成28年度実績と

同程度行い、うち11件について対応が行われました。特に「糖質を低減できるとうたった

電気炊飯器の実際」の公表では、複数の事業者団体が会員企業への周知やSNSにて消費者の

注意喚起を行っています。 

 また、東日本大震災からの復興を支援するため、放射性物質に関する検査について引き

続き地方公共団体における実施体制を支援いたしました。 

 商品テストに係る技術情報に関しまして、ウェブサイトを通じて消費生活センター等に

情報提供を行い、消費生活センター等のテスト技術職員等との情報交換を行うとともに、

商品テスト情報をデータベース等に登録するほか、相談対応等から得られた情報や知見に

ついても消費生活センター等に情報提供を行いました。また、法令に基づく迅速かつ厳正

な行政処分等に資するため、商品テストを通じて得た知見や専門性を生かし、行政機関と

の間で緊密な情報交換を行いました。 

 なお、商品テストの実施に当たっては、類似又は同種の商品テストを実施する関係機関

等との間では定期的な会議を行うなど緊密な情報交換を行い、連携をより強化するととも

に、商品テストの公表テーマが重複することないよう調整を行っております。 

 これらを踏まえまして、年度計画を十分に達成しているといたしまして、Ａと評価いた

しました。 

 続きまして、Ａと評価した項目の６番目になります。10ページになります。商品テスト

事業の関係行政機関等に対する改善要望でございます。 

 商品テスト結果等を基に、関係行政機関等に対して制度等に関する改善要望を平成28年

度実績と同程度行い、法令改正にもつながっております。具体例を挙げて説明しますと、

「強力な磁力を持つネオジム磁石製のマグネットセットの誤飲事故が再発！」の公表関連

で、経済産業省に対しまして強力な磁力を持つマグネットセットの誤飲事故の再発を防止

するため、消費者安全調査委員会の意見にある「法令による規制の検討」等を要望した結

果、「吸水性合成樹脂製玩具」と併せて「磁石製娯楽用品」が消費生活用製品安全法の特

定製品に指定されたことをはじめ、６件の公表案件における改善要望において延べ４の府

省庁により対応が取られ、国民生活センターの情報が関係省庁における数多くの政策に活

用されました。 

 また、「糖質を低減できるとうたった電気炊飯器の実際」の公表関連で、消費者の誤認

を招くおそれがあり、景品表示法上問題となるおそれがあると考えられたため、改善を要

望したことにより、該当の２事業者が表示の改善を実施しました。 

 また、「マスクのノーズフィットによる顔などへの傷害にご注意」の公表関連で、業界

団体に対しまして構造や材質等、設計の見直しによる改善を要望したところ、自主基準及
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びガイドラインが改正されたことなど、３件の公表案件における改善要望において延べ６

の事業者団体及び事業者により対応されました。 

 このように、国民生活センターの情報が事業者団体、事業者において商品の改善や基準

の改定につながっております。これらを踏まえまして、年度計画を十分に達成しているた

め、Ａ評価といたしました。 

 続きまして、７番目でございます。資料11ページから12ページにあります教育研修事業、

実務能力向上のための研修でございます。 

 実務能力向上のための研修といたしまして、消費者行政職員研修、消費生活相談員研修、

消費者教育推進のための研修、消費生活サポーター研修、企業職員研修等の研修を実施い

たしております。実施に当たっては、研修の対象となる関係機関等に幅広く周知し、研修

への参加を促し、受講者の確保に努めました。 

 令和４年度におきましても、新型コロナウイルス感染拡大の影響が続く中、相模原、徳

島では、新型コロナウイルス感染対策を実施した上で、グループでの事例検討・参加体験

型研修を積極的に取り入れ、受講効果を高める工夫を行いました。一方、新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響が当面継続することを想定し、オンライン研修を強化・充実させ、受

講者の研修受講機会の拡大につなげるなどもいたしました。 

 また、全国消費者フォーラム及び消費者教育学生セミナーについては、オンライン方式

で実施いたしました。いずれも集合研修と同様に双方向性を重視し、開催方法を工夫した

ことで参加者から大変好評を得ております。 

 遠隔研修については、新型コロナウイルス感染拡大の影響により在宅勤務となった際に

受講してもらえるよう、令和４年度の新作コンテンツとは別に令和３年度のコンテンツを

一定期間配信しました。消費者庁において霊感商法等の悪質商法への対策検討会が開催さ

れ、法改正も行われるなど迅速な対応が求められる中、遠隔研修においては霊感商法等に

関するコンテンツ２本を３月１日より追加で特別発信しております。 

 アンケートで得た情報を研修内容の充実に活用することができまして、指標である受講

者等アンケート結果における満足度５段階評価中平均４以上について実績は平均４以上を

大きく回り、いずれも4.8でした。 

 以上より、コロナ禍においても確実に研修を実施し、オンライン研修を充実させたこと

などを踏まえまして、Ａと評価いたしました。 

 続きまして、Ａと評価したものの８番目でございます。13ページの教育研修事業、消費

者教育推進のための研修でございます。 

 消費者教育推進のための研修を実施しておりますが、実施に当たっては受講者の参加し

やすさを踏まえ、地方において開催するなどして受講者の確保に努めました。さらに、消

費者教育講座の受講機会を増やすため、リアルタイム配信の講座を新設しました。また、

研修実施から３か月程度経過後に、受講者が研修で得た知見等をそれぞれの地域において

どのように活用しているかをメールで調査したところ、研修実施後も研修で学んだことの
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効果が継続していることが確認できました。 

 これらを踏まえまして、消費者教育推進の研修についてはＡと評価しました。 

 Ａと評価したものの最後になります。14ページの裁判外紛争解決（ADR）事業、ADRの適

切な実施及び利用しやすいADRへの改善でございます。 

 当事者の意向を踏まえまして手続を柔軟に実施したことで、申請日から手続終了までの

日数について達成目標の平均95日以内を大きくクリアする73.9日となりました。 

 また、紛争解決委員会への申請事案は、消費生活センターにおいてあっせん不調となっ

た事案が大半を占める中、令和２、３年度に引き続き、達成目標数値の60％以上を大きく

上回る74％という高い和解率を維持しております。 

 新型コロナウイルスの影響を受け、センターの東京事務所以外（都内、地方都市等）で

の期日開催実績はございませんが、ウェブ会議にて開催することで、遠隔地の当事者につ

いても負担を軽減した上で円滑な聴取をしております。開催時間についても当事者のニー

ズに最大限配慮し、柔軟化を推進しました。 

 これらを踏まえまして、年度計画を十分に達成したとしてＡと評価しました。 

 続きまして、基準を下回りますが、Ｂと評価した２項目について説明します。 

 まず、15～16ページにございます相談事業、国民への情報提供でございます。 

 まず、表の一番上の左側を見てください。情報提供数（消費者トラブルメール箱FAQ件数）

が３件、及び表の下のほうにある消費者トラブルメール箱の受信件数が4,102件と基準を

下回っておりますが、これはトラブルメール箱の受付を令和４年７月31日で終了したため、

その時点までの件数となっているためでございます。トラブルメール箱については、シス

テムの更新期である令和４年７月末をもちまして終了した理由なのですけれども、トラブ

ルメール箱業務の役割・効果が小さくなっていたこと、トラブルメール箱システムの開発

コスト・業務負荷が高いこと、今後、消費生活相談業務のDX化の実現に向けた取組へと重

点化していく必要があることでございます。 

 なお、トラブルメール箱受付終了後は、消費生活相談業務のDX化に関する新たな取組で

ある消費者向けFAQサイトの立ち上げに向け、令和４年度にFAQコンテンツの作成やFAQホ

ームページシステムの開発等を実施し、令和５年４月に計画どおり立ち上げております。

今後、FAQコンテンツのさらなる充実を図り、消費者によるトラブルの自己解決の支援を強

化していく予定でございます。 

 こういった状況を踏まえてでございますが、15ページです。①でございますけれども、

報道機関を通じた情報提供でございます。成年年齢引下げに伴い、18、19歳の消費者トラ

ブルの増加が懸念されることから「若者向け注意喚起シリーズ」を公表したほか、18、19

歳の消費者トラブルの情報をまとめて公表いたしました。このほか、増加する定期購入ト

ラブルへの対応として、改正特商法施行のタイミングで注意喚起を実施したほか、その後

も減らないトラブルの状況を踏まえた注意喚起を４回実施しました。このほかも、ここに

書かれているとおり、様々な消費者トラブルに対応する事案について迅速に公表等を行い
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ました。 

 あと、②ウェブサイト等による情報提供でございますけれども、FAQについて令和５年度

当初のリリースに向けて189本のコンテンツ作成を行い、令和５年度の初めにサイトを公

開いたしました。 

 これらの対応を踏まえまして、Ｂと評価したものでございます。 

 次に、基準を下回るもののＢと評価したものですが、17～18ページにございます保有資

産の有効活用でございますけれども、昨年度に引き続きコロナの影響を受けましたが、感

染防止策を実施の上、施設を利用いたしました。具体的に申しますと、研修については、

ソーシャルディスタンスを確保しつつ、研修受講者を増加させるため、相模原研修施設で

実施する講座について、定員を50人から60人に変更しました。他方で、外部利用は、密を

避けるため、研修施設の利用者数を大幅に絞ったことなどにより、前年度に引き続き需要

が伸びませんでした。この結果、宿泊者の稼働実績、研修室の稼働率実績ともに目標を達

成することができませんでした。 

 このようにコロナの影響を大きく受けましたが、感染防止対策を実施し、感染者を出さ

ない対策を行いました。これらの取組により、利用者アンケートによる満足度は研修施設

98.3％、宿泊施設95.2％という評価をいただきました。 

 コロナの影響は甚大であった中、利用者が安全にできる措置を取るとともに、外部利用

促進のための様々な措置を行った結果、宿泊室、研修室の稼働率を前年度より回復させた

点、また、利用者から一定の満足度を得たことを踏まえまして、Ｂと評価いたしました。 

 なお、18ページにございます課題と対応でございますけれども、稼働率の向上に向けて

引き続き様々な取組を行うとともに、令和４年度には施設の稼働目標の妥当性や有効活用

について検討し、今後の方針について役職員間で審議を行ったところでありますが、減損

の兆候があると判断したことを踏まえ、宿泊施設について用途の転換等を含めて検討して

まいります。 

 次に、資料２－２、資料２－３に基づきまして御説明させていただきます。 

 まず、資料２－２の２ページ目を御覧ください。 

 こちら、総括表でございます。 

 見込評価は、評価対象項目46のうち、事象が発生しなかったなどの理由で対象外とした

７項目を除いた39項目を対象としており、Ａ評価４、Ｂ評価35、Ｃ評価なしとしておりま

す。これらを踏まえまして、「第１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の

向上に関する目標を達成するためにとるべき措置」、８の事業がありますけれども、こち

らの評価は全てＢとしております。 

 ここでは、評価対象項目のうち、Ａと評価したもの４つについて、あと、基準を下回る

がＢと評価したもの２項目について、資料２－３に基づきまして説明します。 

 資料２－３の１～２ページの商品テスト事業、国民への情報提供になります。 

 PIO-NET等に蓄積された相談情報や医療機関ネットワーク等に登録された事故事例を調
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査、分析し、情報を分析し取りまとめ、必要に応じて消費者庁、海上保安庁、相談情報部

と連携して消費者の情報提供を行ってまいりました。 

 また、令和元年度にAmazonと合意を取り交わしたことにより、国民生活センターの注意

喚起情報について該当する商品を購入した消費者に直接情報が届けられるなど、消費者の

商品事故の未然防止、拡大防止を図るための効果的な対応が取られるようになりました。

さらに令和４年度は楽天、Yahooとも合意を取り交わし、より一層効果的な対応が取られま

した。 

 令和２年度については、コロナ関連商品で消費者に同種被害が多数発生している事例と

か、深刻な被害事例等に関する情報を迅速に分析して取りまとめ、情報提供をいたしまし

た。 

 また、令和３年度、画像や動画などを効果的に使用して発信を行いました。例えば「男

児用水着のインナー生地を確認しましょう」や「マグネットパズルの破損に注意」につい

ては、Twitter投稿後、約9,000の投稿リアクションがあり、大きな反響を得ました。令和

４年度も同様に画像や動画などを効果的に使用した発信を行いました。先ほども説明しま

した「樹脂製の折りたたみ式踏み台での指挟みに注意」とか「シリカやケイ素を摂取でき

るとうたった飲料、健康食品等に関する調査」について、Twitter投稿後、大きな反響を得

たというものでございます。 

 国民への情報提供に当たっては、製品事故による消費者被害の発生や拡大を防ぐ観点か

ら、事業者名を含めた公表に積極的に取り組みました。これらを踏まえまして、中期目標

を達成しているとしまして、Ａと評価しました。 

 続きまして、Ａとした項目の２番目になります。３ページから４ページの商品テスト事

業、関係行政機関等に対する改善要望でございます。商品テスト結果等を基に、関係行政

機関等に改善要望を毎年行っており、それにより各省庁、事業者団体、事業者により対応

が取られました。 

 まず平成30年度ですけれども、「美容を目的とした『プエラリア・ミリフィカ』を含む

健康食品」の公表関連では、厚生労働省の審議会の部会におきまして、その指定成分等と

してプエラリア・ミリフィカも含まれることが了承され、令和２年３月に告示されました。

令和元年度には「まつ毛美容液による危害が急増！」の公表関連で、厚生労働省は各都道

府県衛生主管部長宛てに通知を発出しました。令和３年度には「マグネットパズルの破損

に注意」の公表関連で、業界及び事業者に対して要望したことにより、一般社団法人日本

玩具協会がST基準の表示要求事項に注意表示の記載をしました。 

 このように、当センターが改善要望した複数の案件で法改正や規格・基準の改正等につ

ながりました。これらを踏まえまして、中期目標を十分に達成するといたしましてＡと評

価いたしました。 

 Ａと評価したものの３番目になります。５ページ目にございますけれども、教育研修事

業、実務能力向上のための研修でございます。中期目標及び各計画に沿って業務を実施し、
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事例・参加体験型研修を実施するとともに、研修対象者のニーズに積極的に応じつつ、高

い満足度を実現しました。 

 令和２年度はコロナの影響がございまして、地方開催研修を含め、開催を中止せざるを

得ない研修が生じたものの、受講者の研修機会を確保する観点から、手探り状態でありま

したが、オンライン研修を実施する事業者へヒアリングを行うなどして、集合研修からオ

ンライン研修への切り替えを積極的に行い、令和３年度ではコロナの影響が当面継続する

ことを想定して、オンライン研修を強化・充実させました。 

 令和４年度はコロナ拡大が影響する中、引き続きオンライン研修を充実させるとともに、

消費者庁における霊感商法等の悪質商法への対策検討会が開催され、法改正も行うなどの

動きがあった中、遠隔研修においては霊感商法等に関するコンテンツを２本追加で特別配

信しました。 

 上記のように、毎年、状況、ニーズに応じた対応を行うことで研修を充実させ、相談員

の質の向上を図り、消費者被害の未然防止、拡大防止に寄与しました。これらを踏まえま

して、目標を十分に達成するとしてＡと評価しました。 

 あと、Ａ評価とした４つ目、７ページにございますADR事業でございます。こちらは書か

れているとおり、目標の達成状況を踏まえまして、中期目標を十分に達成するとしてＡと

評価しました。 

 続きまして、基準を下回りますが、Ｂと評価した２項目を説明します。 

 ８～９ページの相談事業、国民への情報提供でございます。 

 表にある消費者トラブルメール箱に関する件数減少については、こちらの受付を令和４

年７月末で終了したことにつきましては、先ほど資料１－５の15～16ページの箇所におい

て説明しておりましたとおりでございますので、説明は省略いたします。 

 右側の自己評価でございますけれども、①報道機関を通じた情報提供です。様々な消費

者トラブルについて、記者説明だけでなくウェブサイト上で機動的に公表し、情報提供を

行いました。ここに書かれているとおり、令和元年度に全国に拡大したコロナの影響が消

費者トラブルにも見られるため、便乗した悪質商法の注意喚起を速報として随時公表し、

令和２年度まで８回公表しました。このほか、詐欺的な定期購入トラブルについて令和２

年度、３年度に公表し、更に令和４年度には新たな手口も見られたことから、全３回にわ

たり注意喚起を実施しました。また、改正特商法が施行された６月以降にも、同法の周知

も兼ねて情報提供を実施しました。あと、改正民法による成年年齢引下げへの対応のため、

若者の注意喚起シリーズを開始し、数回の注意喚起を行いました。さらに、改正民法施行

後の半年後の状況として、令和４年から10月末までの18歳、19歳の消費者トラブルの状況

も取りまとめて、令和４年11月に公表しました。 

 上記のとおり、複数年にわたり継続的に寄せられている消費者トラブルについて、相談

件数の推移をウオッチしながら適宜注意喚起をしました。また、法改正に合わせた注意喚

起も実施しました。このように様々な注意喚起、報道機関にアピールしやすいよう工夫等
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行っております。 

 あと、②ですけれども、ここに記載されたとおり、ウェブサイト等への情報提供を適宜

行っております。 

 これらの情報提供の取組を踏まえまして、Ｂと評価いたしました。 

 最後になりますけれども、基準を下回りますがＢとした項目でございまして、10ページ

から11ページの保有資産の有効活用でございます。 

 宿泊室稼働率については、平成30年度、令和元年度は、研修カリキュラム等を工夫し、

受講者増を図るとともに、外部利用者を更に増やすため、ダイレクトメールによる新規利

用者の開拓や繰り返し利用者への電話等による働きかけ等を積極的に実施し、稼働率確保

に努めました。その結果、宿泊室稼働率の実績は、平成30年度37％、令和元年度31％でご

ざいました。 

 目標未達成の原因、要因は、所属自治体の内部規程等により旅費が支給されないため宿

泊できない受講者が全体の２割程度いることや、国からの補助金の制度が変更になったこ

となど、複合的な要因が相まって研修受講者による宿泊が伸び悩んだことが影響しました。 

 令和２年度、令和３年度は、令和２年２月頃から続いているコロナの影響を大きく受け

まして、緊急事態宣言や、まん延防止等重点措置による利用中止・控えにより利用が伸び

悩みありました。 

 令和４年度は施設の利用中止はございませんでしたが、利用控えの傾向は継続しており

まして、利用が伸び悩みまして、宿泊室稼働率の実績は令和４年度は20.8％ございました。 

 研修室の稼働率につきましては、平成30年度、令和元年度は「事例検討、参加・体験型」

を実施することにより、研修室等を最大限に活用するとともに外部利用者にも積極的に貸

し出しました。しかし、先ほど申したとおり、令和２年度、３年度についてはコロナの影

響を大きく受けまして、研修室稼働率の実績は、令和２年度7.2％、令和３年度18.4％でご

ざいました。令和４年度につきましては前年度より回復したものの、21％でございました。 

 このように、令和２年度、３年度はコロナの影響を大きく受けた形でしたが、感染防止

対策を徹底し、空調更新など修繕工事の実施、部屋の消毒を通じて、感染者を出さない対

策を徹底しました。 

 これらの取組により、利用者アンケートの満足度は、５年間平均で研修施設97.9％、宿

泊施設94.5％という評価をいただきました。 

 令和２、３年度とコロナの影響で稼働率が下がりましたが、令和３年度においては相模

原市のワクチン接種会場として講堂を貸し出しまして、施設の有効活用の幅を広げるとと

もに、多数の市民が迅速にワクチンを接種することができたことに対しまして、相模原市

長より当センターに感謝状が贈呈されました。 

 コロナの影響が甚大でございましたけれども、利用者の安全安心を最大限優先し、その

時点においてでき得る限りの措置を講じてまいりました。令和４年度においても同様の取

組を実施するとともに、LED照明やトイレの洋式化等の更新工事を行うなど、快適さの確保
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と環境改善も行いました。これらを踏まえまして、中期目標における数値目標を達成でき

ておりませんでしたが、様々な取組を実施したことを考慮いたしまして、Ｂと評価いたし

ました。 

 私からの令和４年度業務実績等報告と第４期中期目標期間見込業務実績につきましては

以上でございます。 

  

○消費者庁地方協力課加藤課長 関根課長、御説明どうもありがとうございました。 

 それでは、国民生活センターの山田理事長、もし一言ございましたらいただけますでし

ょうか。 

○国民生活センター山田理事長 国民生活センターの理事長の山田でございます。 

 有識者の皆様におかれましては、本日、御参集賜りまして誠にありがとうございます。 

 ただいま、国民生活センターの令和４年度業務実績、そして、第４期目標期間における

業務実績について御報告いたしました。 

 この第４期の期間は、先ほど御報告した中にもございましたように、コロナ禍という未

曽有の事態が生じて、当センターの業務運営にも大きな混乱が生じました。その一方で、

本期間中に霊感商法等の悪質商法対策の一環として国民生活センター法の改正も行われま

した。こうした事態を含めて、社会経済情勢の変化に対応して不断に業務の見直しを行う

ことで、新たな消費者問題に対して積極的に対応するとともに、平常業務はそれとしてき

ちんと遂行し、私たちの使命であります中核的な実施機関として消費者、生活者、行政、

事業者を確かな情報でつなぎ、公正健全な社会と安全安心な生活を実現するということを

果たすことができたと考えております。 

 本日はよろしく御審議のほど、お願いいたします。 

○消費者庁地方協力課加藤課長 山田理事長、どうもありがとうございました。 

 それでは、有識者の皆様から御意見や御質問を頂戴したいと思います。よろしくお願い

します。挙手ボタンか、もしくは手でサインを送っていただければと思います。 

○髙委員 それでは、髙ですけれども、よろしいでしょうか。 

○消費者庁地方協力課加藤課長 お願いします。 

○髙委員 詳しい御説明ありがとうございました。 

 まずは、活動が制約される中でこれだけの活動を展開していただきまして、消費者の一

人として本当に心から感謝、御礼を申し上げます。 

 それから、評価者としましても、今日説明を聞きまして、また、事前に資料も読ませて

いただきまして、先ほども言いましたけれども、非常に活動が制約される中でこれだけの

成果を上げてこられたことに関しまして、センターさんの自己評価は支持したいと思って

いるところでございます。細かなところはいろいろお聞きしたいのですけれども、そうい

う感想を持っております。 

 それで、まずお聞きしたいのですけれども、説明の中にもあったかと思うのですが、全
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体として見ると、令和３年度もやはり同じような制約の中で活動されたわけですけれども、

それと比べると４年度の数字、指標というのは、もちろんそれぞれの指標の意味は大分違

うかと思うのですけれども、数字だけ見ているとかなり厳しい状態だったのかなという印

象を持ちました。 

 全体的な理由として、先ほども話がありましたけれども、旧統一教会の話とか霊感商法

といったものなどの対応で、例えば消費者庁さんと連携していろいろな仕事がある意味で

増えたということがあるのかなと。それから、システムの安定稼働までに時間がかかった

ということも先ほどおっしゃっていましたけれども、そういったことがあったのか。ある

いは電気事業者の話が資料の中にありましたが、それへの対応で、これも消費者庁さんと

の連携の仕事が入ってきているとか、従来にないような仕事が入ってきたことが影響した

のかなと思ったのですけれども、その辺のところを教えていただけますでしょうか。 

○国民生活センター保木口理事 国民生活センターの保木口でございます。 

 髙先生、どうもありがとうございます。 

 昨年度に比べて、今年度はそういった特殊要因が多かったのかということでございます

が、確かにそういう突発的な、特に霊感商法の件であったりということはあったとは感じ

ております。あと、相談のDX化に関しましては、新たに検討しなくてはいけないことが非

常にございまして、限られた人材であったり、予算であったりの中で、新たな業務への取

組を待ったなしでやらなくてはいけないということもありまして、力をそちらに向けてい

かざるを得ないという面もございました。 

 以上でございます。 

○国民生活センター林田理事 理事の林田でございます。 

 先生から数字が令和３年度から令和４年度にかけて厳しいということで、私のケースで

言うと宿泊施設とか研修施設の稼働率というところなのでございますけれども、令和３年、

令和４年ということで引き続きコロナ禍にほぼあったわけでございますが、一方で、許容

する人員の数とか、そういったものは徐々に緩めてきているところでございます。私とし

ては、特に研修の場合ですと、令和３年に比べれば数は増えているのではないかと思いま

すが、やはり構造的に２類のまま、５類になったということが５月に入ってからですので、

２類のままということもあって、定員とかは緩めたのですが、やはり若干厳しかったかな

と思っております。ただ、直近、令和５年に入ってからですね。５月になってから５類に

なっておりますけれども、研修とかはかなり戻ってきているのではないかなという感じは

しておりますが、ただ、なかなかまだ目標には達していないという現状がございます。そ

ういった意味で、やはりコロナの状況というのは稼働率においては大きかったかなと思っ

ております。 

○髙委員 ありがとうございます。 

 変則的な要因があったのだろうなと思って資料を読ませていただきましたので、御説明

で了解できました。ありがとうございます。 
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○消費者庁地方協力課加藤課長 どうもありがとうございました。 

 ほかにございますでしょうか。 

○長岡委員 長岡です。 

 御説明ありがとうございました。 

 今、髙委員がおっしゃっていただいたとおり私も感じていて、評価結果自体については

国民生活センターさんの評価結果のとおり、御説明も聞いて納得いたしました。ただ、指

標のところがどうしても、前年度はＢだったのに今年はＡになった。その差額というか、

そこは何なのだろうというのが、何となく計画どおりにやりました、それ以上のことはや

りましたという説明は分かるのだけれども、前年度はＢなのに今年はＡにした差というの

があまり見えてこないなというのがありまして、例えば３ページの説明資料のところにも

ありましたけれども、指標としては、達成目標が7,000人だったのが9,159人になって30％

増加したということで、そこを見れば確かに30％増だから、その30％というのがＢからＡ

に行く差なのかなとは思うのですけれども、その関連指標を見ると、一応御説明はありま

したけれども、全体的には低いというのもあります。 

 あと、８ページのところでは、昨年もＡで今年もＡなのだけれども、その基準値のとこ

ろでは、28年度は15件なのだけれども、今年は14件に減っている。なのに前年と同じＡと

いうことで、関連資料から見ると、去年というかおととしのＢというのと大体同じぐらい

の指標なのだけれども、何でそこが今年はＡなのだろうという辺りの説明がもうちょっと

欲しいかなという気はしました。 

○国民生活センター林田理事 理事の林田でございます。 

 まず、先生が例に挙げられた関係機関への情報提供というところで、令和４年度は9,000

人ということで30％増だけれども、令和３年度と比較した場合、劇的にＢからＡにするよ

うな根拠というのは薄弱ではないかと言われて、ちょっと耳の痛いところではございます

けれども、これを言っていいのか分かりませんが、我々、気持ちとしてはやはり情報提供

を積極的にやっていくということで、早期警戒指標もそうですし、適格消費者団体等への

情報提供とかも、昨年度に比べて何倍力を入れたんだと言われるとつらいところでありま

すけれども、数字的には昨年度に比べるとわずかかもしれませんが、伸びているというこ

ともありますし、ただ一方で、減っている数字については、説明がありましたようにPIO-

NETが安定稼働してきたみたいなものがあって、そこら辺によるPIO-NETの問合せが減って

いるというところもありますので、なかなかＢからＡにクリアカットに今年度はこれだか

ら上がりましたというのは、なかなかそういうふうに言われるとつらいところではありま

すけれども、我々としては、実際に数字がわずかであるけれども伸びているというところ

を積極的に自己評価をして打ち出していきたいというところもありまして、この件に関し

てはＡとさせていただいております。 

  

○国民生活センター川口理事 川口でございます。 
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 御指摘どうもありがとうございます。 

 今、先生から、令和３年度はＢであったのが令和４年度がＡとなっているという項目の

中に、１の（２）消費者教育の推進に関する情報の提供がございますので、その理由につ

いて簡単に説明をさせていただきたいと思います。 

 こちらの情報提供に関しましては、令和４年度はウェブサイトにおける専用ページの更

新回数が24回と積極的に更新を行ったこと、また、展示スペースの更新回数も35回と回数

が多かったことがまず一点ございます。加えて、若者向けの情報発信としまして、2019年

度から独自の取組を行ってまいりました。漫画や、SNSを使っての発信といったものを毎年

１回取り組んでまいりました。 

 令和４年度につきましては、成年年齢引下げの実施も踏まえまして、年間３回実施しま

した。ショートムービー型の啓発動画をTikTokで配信したり、また、映画館でのショート

ムービーをシネアドといった形で全国35か所の映画館で上映するなど、また、YouTubeでの

広告など、ターゲットを若者に絞った情報発信を集中的に取り組んでまいりました。その

結果、視聴回数も高く、SNSの完全再生回数なども９万7000件といった形で高い数字を得る

ことができました。この取組につきましては、今後のターゲットを絞った情報発信にとっ

て大変有効な取組が行えたと感じております。 

 今後は若者だけではなくて高齢者など、その時々のターゲットに絞った形での積極的な

発信を行う礎を築けたと感じてＡ評価とさせていただきました。 

 以上でございます。 

○長岡委員 ありがとうございました。 

 今の御説明に関連して、中期目標のほうなのですけれども、資料２－２の２ページを拝

見すると、今の御説明にもありましたけれども、項目の４番になるのですかね。27ページ

の項目４番だと、令和４年度はＡなのだけれども、今まではＢだから結果的で中期目標と

してはＢという評価なのだけれども、さっきの7,000人という目標が9,000人になりました

となったら、この５年間をかけてだんだん人数が増えてって、５年たったときに9,000人ま

で行ったのだということでＡという評価にはならないのかなと思って、５年分の３がＢだ

ったらＢになってしまうとかではなくて、最終年度でも目標を達成したら、今までの努力

が実を結ぶではないですけれども、Ａでもいいのかなと思ったりもしました。 

 あと、項番の12番のところでも、やはり令和３年、令和４年はＡなのだけれども、その

前の３年間がＢだからＢ評価となっていますが、最初がＡでＢになってしまったといった

らＢでいいと思うのですけれども、最初がＢだったのだけれども、ＡになってＡを継続し

ているといったらＡ評価というのもありなのかなと思ったのですが、そういう考えとかは

ないのかなと思いました。感想になってしまうのですけれども。 

○国民生活センター林田理事 理事の林田です。 

 ありがとうございます。 

 確かに先生がおっしゃったとおり、Ｂ、Ｂ、Ｂ、Ａ、Ａだったら、５年間のうち５分の
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３がＢだからＢという評価ではないのかと。ただ一方で、Ｂから計画期間の最終年度がＡ

だったら、結局トータルとしてはＡなのではないのという考え方でございまして、どちら

かというと前者の考え方で自己評価をしているところもありますが、委員の先生方がもし

お認めいただけるのであれば、確かにＡという考え方もできるかなと。ただ、私の立場か

らはなかなか確たることは申し上げられませんけれども、いろいろな考え方があってもい

いかなと思っております。 

○国民生活センター川口理事 どうもありがとうございます。商品テスト部担当の川口で

ございます。 

 テスト事業の情報提供、情報共有につきましても、御意見をいただきありがとうござい

ます。商品テスト部としましては、情報提供、情報共有と項目４の関係機関への改善要望

というものにつきましては、大変力を入れて取り組んでいる内容でございます。その中で、

先ほど林田のほうからも話がありましたとおり、５年間のうち半分以上がＢで２年間がＡ

ということで、我々の自己評価としてはＢをつけさせていただいた次第でございます。 

 以上でございます。 

○長岡委員 ありがとうございました。 

○消費者庁地方協力課加藤課長 長岡先生、ありがとうございました。 

 それでは、瀧澤先生、お願いいたします。 

○瀧澤委員 どうもありがとうございます。 

 今日御説明いただいた中で私が一番印象的だったのが、若者向けのTikTokですとか、若

者がよく見るような人気の映画の前のショートムービーの啓発動画ですとか、やはりター

ゲットをしっかりされて有効に情報発信をされているというのは非常にすばらしいなと思

いました。 

 あとは、どこかにあったと思うのですけれども、コロナに関連して、抗体検査のセルフ

チェックキットですね。実は私、あれは自分も買ってしまって、全然うまく動かないとい

うか、何も印が出なくてだまされたなと思った経験があるのですけれども、そういう社会

の非常時に乗じてああいう業者が跋扈するというのは非常に残念だなと思ったのですが、

それもちゃんと捕捉されていてここに載ってきているということで、消費者として守られ

ているなというような感想を持ちました。 

 あと、炊飯器の話も、私は買ってはいないですけれども、やはり非常に身近で、しかも

大手のメーカーがこぞってああいうものを出したというのは意外でしたし、でも、その後

テレビなどでも放映されなくなって、今、電気屋さんなどに行ってチェックしていないの

で分かりませんけれども、状況は改善していると思いますので、皆さんの努力が実ったの

かなと思って聞いておりました。 

 今後はほかの年代層にも積極的にリーチできるターゲットを絞った情報提供をされてい

くというので期待しているのですけれども、一つ身近な話で言いますと、私ぐらいの年齢

になってくると健康食品とか美容関係のものの情報が気になってくる年代になってくると



17 

 

思うのですけれども、そうしたときに、どれぐらい世の中にあふれている商品は医学的な

エビデンスに基づいたものが出ているのかというのがすごく気になります。例えば健康食

品などで言うと、長期間摂取しないと分からないという面もあるし、体質によって効く効

かないというのもあると思いますけれども、そういうものが果たして正当な商品と言える

のかどうかというのは、もしかしたら業界団体の方とのやり取りも必要なのかもしれない

ですが、どういうふうに対処されていくのかなというのは気になります。評価からは離れ

ますけれども、感想みたいなことで申し訳ないです。 

 評価のところでお伺いしたかったのが、研修関係のところだったと思うのですけれども、

すぐにページが出てこないのですが、充足率というのですかね。結構低いのがあったと思

うのですけれども、分厚いほうの資料で、資料１－３の94ページ、95ページぐらいですね。

96ページぐらいのところに充足率というのが出ているのですけれども、これについて先ほ

どもしかしたら御説明があったのかもしれないですが、一応Ａ評価にしているところの充

足率が44％とか26.7％とか、高いもので100％のものもありますけれども、この辺について

の御説明はどんなことでしたでしょうかというのが一点です。 

 それから、先ほど御説明いただいた、項目でいうと３の相談事業の（２）国民への情報

提供で、基準値は下回るけれどもＢ評価とした項目のところなのですが、自己評価の評価

と根拠のところを読み上げていただきましたけれども、いろいろやりましたということで、

素人なものですから、やりました内容がどのぐらい大変なことだったのかというのが評価

しかねる。これらを踏まえて評価と書いてあるのですが、例えば次の項目で言うと、Ｂ評

価にした理由をもう少し丁寧に書かれているのですけれども、ここの項目では列挙した結

果、Ｂ評価と簡単に書かれているので、もう少し御説明を補足していただければ助かりま

す。 

 以上２点の質問です。よろしくお願いします。 

○国民生活センター林田理事 まず、94ページの充足率というところでございます。 

 確かに①高齢者、障害者の研修の実施というところで講師養成講座というところがござ

いまして、上から３番目の○ですかね。地域の見守りネットワーク推進のための講座、２

回で44人ということで、予定人員100名のところ、充足率44.0と。※でリアルタイム配信１

回を含むというところでございまして、確かに充足率が44、あるいはその下の56.7とか26.7

ということで、そんなに高くはないわけでございます。その中で評価をＡとしているとこ

ろでございますけれども、一つは、やはりまだこれは昨年度でございますから、もうちょ

っと平時であれば充足率60とか70とかにはなったかと思いますけれども、それに比べても

低いということです。ただ、我々が評定としてＡということにしたのは、自己評価のほう

に、２パラのほうにございますけれども、「また」以下で研修実施から３か月経過後に知

見をそれぞれの地域でどのように活用しているかということをメールで調査したところ、

おおむね７割程度の回答ということで、研修で活用したとか、意識が高まったとか、連携

が重要であるということで、関係資料の配付や設置というアクションを実際に研修後に起
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こされているというところでございまして、我々として研修で学んだことの効果が継続し

ていると評価をいたしまして、Ａという形にさせていただいております。 

○瀧澤委員 ありがとうございます。 

 文章を読んでいてもう一つお伺いしたかったのは、この７割程度の回答は大体どれぐら

いの人数の方なのですか。 

○国民生活センター林田理事 予定人員に対して充足率、これは研修に実際に参加された

方ですが、この研修に参加された方にアンケートを送っておりまして、その回答が７割程

度ということでございます。 

○瀧澤委員 そういうことなのですか。分かりました。ありがとうございました。 

○国民生活センター保木口理事 相談業務を担当しております保木口でございます。 

 実際にはそこまでいっていないけれどもＢ評価としたものということで、47ページの相

談事業のところに関する御質問ということでよろしいですよね。 

 まず、トラブルメール箱のところが関連指標ということでございますが、こちらにつき

ましては、先ほど説明させていただきましたように、こちらのシステム自体が更新の時期

になっておりまして、今この時点でお金をかけて新しいシステムを作り直すのかという検

討がございました。一方で、相談のDX化というのが2026年を目指して今検討が進んでおり

ます。その中で、相談する前にまず自分で調べて解決できるようなFAQをもっと拡充する必

要があるのではないかという議論が進んでおりまして、トラブルメール箱を古いシステム

のまま、新しくお金をかけて更新するよりは、そちらの2026年を目指している相談のDX化

の先駆けとして、もっと使いやすい新たなFAQを別途作るほうが今は重要ではないかとい

うことで、一旦こちらのこれまでのトラブルメール箱はシステムが終了する７月31日で終

了しました。そのために、件数としてはそこの時点で止まっておりますので、前年度まで

と比べて少ない件数になっております。ただ、その裏で新しい相談のDXのためのFAQを根本

から作り直しまして、そちらにつきましては、ここに書いておりますように昨年度中に189

本のコンテンツを作りました。この春、４月から新たなホームページ、FAQサイトを設けま

して、そちらでむしろ2026の相談DXの先駆けという形で試行的にオープンしたところでご

ざいます。 

 そういった取組を行っていたので、数字としては減っていますけれども、実際は裏でも

っとやっていますよという、もっととは言えないかもしれませんが、そんなところを御理

解いただけるとありがたいです。 

○瀧澤委員 分かりました。要するにちょうど移行期にあって、この指標が実態に合わな

くなってきているのでということですよね。 

○国民生活センター保木口理事 はい。ありがとうございます。 

○消費者庁地方協力課加藤課長 瀧澤先生、どうもありがとうございました。 

 髙先生、お願いします。 

○髙委員 まだ時間があるかと思いますので、幾つか教えてください。 
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 一つは、今、資料１－３の一覧を見ているのですけれども、そこで情報収集・分析事業

の（２）に関係機関への情報提供及び情報交換というところがあるのですが、そこの内容

を読んでいきますと、ちょっと分からないので教えてもらいたいのは、「早期警戒指標」

の提供という言葉が出てくるのと、それから、適格消費者団体に対して「急増指標」の情

報提供をしたという別の言葉が出てくるのですけれども、これは異なるものなのか、それ

ぞれどのようなものなのか、教えていただきたいというのが一点でございます。 

 それから、その下の相談事業の（３）の関係機関への情報提供、情報共有及び情報交換

というところが、一応Ｂ評価にはなっているのですけれども、消費者庁さんへの報告の件

数等が増加して、恐らく統一教会関係の霊感商法対応でこれが増えているのではないかと

私は思うのですが、その評価はそのままＢになっていて、その下の関係行政機関等に対す

る改善要望というところはＡになっておりますが、これはある意味両方連動するようなも

ので、評価としては、どちらもＡになるのではないかなと感じたのですけれども、その辺、

もう一度説明をいただければと思います。 

 一つお聞きしたいのは言葉の問題、先ほど言いました「早期警戒指標」という言葉と「急

増指標」という言葉と、それから、もう一つは、相談事業の（３）、（４）のところは、

特に（３）はＢになっているけれども、もし（４）のところをＡ評価にするのであるなら

ば、ここもＡにしてもよろしいのではないかなと感じましたが、御説明をお願いできます

でしょうか。 

○国民生活センター林田理事 では、まず前者の言葉の定義でございます。「早期警戒指

標」と「急増指標」でございますけれども、ここは同じものでございます。言葉を変えて

しまいましたけれども、同じものでございます。すみません。 

○髙委員 了解しました。相談件数が一気に増えてきた場合には、これを適格消費者団体

等に提供しているということですね。 

○国民生活センター林田理事 はい。適格消費者団体には定期的に提供しておりますけれ

ども、そういうことでございます。 

○髙委員 分かりました。 

○国民生活センター保木口理事 ありがとうございます。相談の業務を担当しております

保木口でございます。 

 （３）と（４）のところについて御意見をいただいたところでございますが、（３）の

情報提供の部分につきましては、そういうふうに言っていただいて非常にうれしいのです

が、この部分はある程度定量的にカウントしたというところもございまして、本数で見る

と基準値が上回っていないなということで、自己評価はＢといたしております。 

 一方で、改善要望のほうが基準値より下回っているのに何でなのだという違いなのです

が、確かに矛盾している部分は自分でもあるなと思っているところでございますが、改善

要望のほうにつきましては、文書で改善要望をするのみならず、実際に検討会ですとか審

議会の場で関係者の皆さんに直接お届けする、申し上げるということは、文書で言うのと
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同等、あるいは場合によってはそれ以上の要望に近い効果を得るのではないかと検討しま

した結果、こういう評価をさせていただいたところでございます。ずっとそういう同じ基

準で考えてこられればよかったなというところはあるのですが、そういう考えに至ったと

いうところでございます。 

○髙委員 分かりました。 

 同じ情報交換とか提供とか改善要望とかという言葉を使っても、それがもたらす最終的

な影響の大きさというところで評価されたという理解でよろしいですね。 

○国民生活センター保木口理事 ありがとうございます。 

○髙委員 ありがとうございました。 

 もしよろしかったら、先ほど長岡さんが指摘されたこととの関連なのですけれども、中

期目標のところで見ますと、資料２－２の中期目標の一覧の紙ですね。最初のページ、４

の商品テスト事業の（３）の令和３年、令和４年というのがＡ、Ａの評価で来ています。

ところが、総合的な期間評価はＢとしておられる。これは謙虚にこういうふうにされたの

かなと思うのですけれども、それと同時に、教育研修事業のところを見ますと、３年度、

４年度はＡ、Ａで、期間の評価はＡにされている。この微妙な違いについて、合理的な説

明があればお願いできますでしょうか。 

 私は、後半のところの非常に制約された中での活動で努力されてきたので、Ａ評価であ

ってもいいのかなと思いましたけれども、どのように判断されたのかだけ教えていただけ

ますでしょうか。 

○国民生活センター山田理事長 理事長の山田でございます。 

 積極的な方向での御指摘、私どもも本当にありがたいと思っております。 

 強いて今言った２つの違いを言えばこういうことかなと思いますのは、一つには、商品

テスト部の実績は、先ほどの長岡先生の御指摘とも関連するかもしれませんけれども、数

字を駆け上がっていくということ自身が目標ではなくて、そういうつくり方がされておら

ず、年度ごとにそれぞれの数値を達成したかどうかというつくり方になっていますので、

全体的に見ると、達成できない年があると、それを含めて平均するというのが評価の思想

なのかなと思いました。他方、教育研修のほうは、今の髙先生の御指摘の中にもありまし

たように、難しい状況の中でも達成してきたという部分はある種実質的な面がより強く、

私たちの意識ということも影響しているかもしれませんけれども、そういうところがある

のかと思います。 

 既に第５期の目標期間に入っているところではございますけれども、これまでの数字が

必ずしも高いものばかりではないと最初の髙先生の御指摘にありましたが、やはり５年間

のうちにいろいろ世の中のニーズが変わってきて、私たちが重点的に取り組まなくてはい

けない事柄というのは変わってきているのですが、置かれた目標との関係から言うと、そ

こを必ずしもうまく拾い上げることができない。それで、数字は必ずしもよくないけれど

も、こういう新しい切り口のことをやってきたので、そこは評価したいと思いますという
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ところで、若干数字との関係が必ずしも直線的につながらないというものが出てきてしま

っているのかなと思っております。 

 

○髙委員 御説明ありがとうございました。了解致しました。 

○消費者庁地方協力課加藤課長 どうもありがとうございました。 

 そのほかはいかがでしょうか。 

 一旦この辺りで差し支えなければ、次の議題のほうに移ってまいりたいと思います。 

 そうしましたら、委員の先生方におかれましては、今後さらに御質問などが生じました

ら、事務局までいただければと思います。 

 それでは、次に資料４－１から４－４までとなりますけれども、令和４年度財務諸表等

につきまして、懇談会の持ち回り開催によりまして有識者の皆様から御意見を頂戴した上

で、６月30日に主務大臣の承認を行ったところでございますけれども、本日、改めまして

国民生活センターから説明をいただければと思います。 

 それでは、国民生活センターの菅沼会計課長、御説明をお願いいたします。 

○国民生活センター菅沼会計課長 国民生活センター会計課の菅沼と申します。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、私のほうから資料４－１の令和４事業年度財務諸表と資料４－２の決算報告

書につきまして、主要な事項を説明させていただきたいと思います。 

 まず、財務諸表についてです。表紙をめくっていただきまして、財務諸表のページでい

きますと１ページになります。 

 こちらの貸借対照表で、まず主要な部分でございますが、一番上の段に資産の部とござ

いまして、そのうち、Ⅰの流動資産のさらに内訳としまして現金及び預金が11億円余とな

ってございます。これは令和４事業年度中に発生しました経費の未払金として５億円余が

あったこと、そして、積立金及び当期未処分利益として５億円余があったことが理由の大

宗となっております。 

 次に、同じ１ページ目のⅡ、固定資産についてです。内訳の一番上に有形固定資産があ

り、さらに内訳としまして建物などがございます。これらの資産は、取得後、毎年度減価

償却が発生するものでございますので、左端にそれぞれ２段書きで上段に取得価格と下段

に資産取得後の減価償却累計額を記載し、差引額をその右側に記載しております。 

 また、同じ有形固定資産の中で金額が最も大きいものが土地の63億円余となっておりま

すが、これは相模原の土地及び東京事務所の土地、それぞれの事務所の土地の価格を合算

したものとなっており、前年度と同じ額を計上してございます。 

 次に、２ページ目を御覧ください。 

 上段に負債の部、中段に純資産の部と区分しております。それぞれ、負債の部では、一

番上の段から未払金、また、純資産の部の内訳では３番目になりますが、利益剰余金に区

分しております積立金と当期未処分利益がございますが、これが１ページ目で説明させて



22 

 

いただきました現金及び預金に主に対応するものとなっております。 

 そのほか、中段の純資産の部の１番目、資本金89億円余につきましては、前年度からの

変更はございません。 

 それでは、次に４ページ目の損益計算書を御覧ください。 

 経費につきましては４ページ目に、収益につきましては５ページ目に記載をしておりま

す。 

 経費では上段の業務経費と中段以降の一般管理費とに区分しておりますが、それぞれの

主なものとしましては、給与手当、賞与引当金繰入などに記載が分かれておりますが、総

じて人件費とPIO-NET2020関連、庁舎の維持管理等に係る外部委託費が主なものとなって

おります。 

 また、５ページ目の収益につきましては、一番上の段にあります運営費交付金が主なも

のとなっております。 

 次に７ページ目、キャッシュ・フロー計算書を御覧ください。 

 ここでは、特に項番Ⅱの投資活動によるキャッシュ・フローとしまして、こちらにつき

まして貸借対照表及び損益計算書では見えない部分になります。４億円の定期預金の受入

れと払い戻しがございます。これは令和３年度から令和４年度への繰越財源について、経

費の支払いが発生するまでの１年未満の一時的な期間がございましたので、短期間定期預

金により運用したものとなっております。 

 財務諸表については以上となります。 

 次に、資料４－２決算報告書について御説明いたします。 

 資料４－２決算報告書につきましてですが、本表は各部で実施しています事業及び管理

部門について、下段中央に法人共通と区分しまして、それぞれの予算額と決算額を比較し

たものでございます。 

 収入につきましては、運営費交付金収入のほか、区分の事業収入では図書雑誌出版収入

や研修収入等、該当する事業区分にのみ計上しております。 

 また、支出につきましては、人件費について法人共通の一般管理費または各部の業務経

費に振り分けて計上しております。 

 私からの説明は以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○消費者庁地方協力課加藤課長 菅沼会計課長、どうもありがとうございました。 

 続きまして、国民生活センターの令和４年度の会計及び業務に関する監事監査の結果に

つきまして、西監事より報告をお願いいたします。 

○国民生活センター西監事 国民生活センター監事の西です。よろしくお願いします。 

 では、資料４－３監査報告書、資料４－４会計監査報告について説明します。 

 私からはポイントを絞って、資料４－３のⅡ、監査結果及びⅢ、監査事項の意見につい

て報告をさせていただきます。 

 Ⅱの監査結果ですけれども、１、法令遵守状況及び中期目標達成状況についてです。理
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事長のリーダーシップの下、法令等に従い、適正に実施されております。また、第４期中

期目標の着実な達成に向け、効果的、効率的に実施されていると認めています。 

 ２、内部統制システムの整備とその運用状況についてです。内部統制システムに関する

業務方法書の記載内容は相当であると認めます。また、内部統制システムの整備及び運用

に関する理事長の職務執行の状況について、指摘すべき事項は認められません。 

 ３、役員の職務執行に関する違法、不当な行為については、役員の職務執行に関する不

正行為または法令等に違反する重大な事実は認められません。 

 ４、財務諸表及び決算報告書については、資料４－４のとおり、会計監査人から適正で

ある旨の意見をいただいておりますけれども、監事による日常の監査及び会計監査人との

コミュニケーションなどを通じまして、会計監査人の監査の方法及び結果は適正であると

判断しております。 

 ５、事業報告書については、法令に従い、法人の状況を正しく示していると認めます。 

 次に、Ⅲの監査事項の意見でございますけれども、独立行政法人の事務・事業の見直し

の基本方針と、過去の閣議決定におきまして定められた監査事項は、（１）給与水準の状

況、（２）随意契約の適正化を含めた入札・契約の状況、（３）法人の長の報酬、（４）

保有資産の見直しの４つでございますけれども、いずれも適正に実施されていると認めま

す。 

 以上でございます。 

○消費者庁地方協力課加藤課長 西監事、どうもありがとうございました。 

 以上の財務諸表の説明と監事報告に関しまして、御質問などがございましたらお願いい

たします。 

○髙委員 髙ですけれども、特に異論はございません。 

 もしそうした意識で監査をしておられるのであれば教えていただきたいのですけれども、

最近、企業監査であれば、KAMと言う言葉、Key Audit Matterと言って、この会社は特にこ

の部分にリスクがあるから、ここに注意を払って監査を行いました、という注目点に関す

る情報も提供されるようになっているのですが、今ご説明いただいた３番目の基本的な方

針等過去の閣議決定において定めた監査事項についての意見というのがそれに当たるもの

と解釈していいのでしょうか。特にここの部分は注意を払って監査をしなければならない、

という意味で理解してよろしいのでしょうか。 

○国民生活センター西監事 特にリスクとか重大なことがあれば、当然、今御報告した以

外に監事としてのこういう部分についてリスクがあるよというのは御報告する形になると

思いますけれども、令和４事業年度につきましては、通常どおり、特に問題なく実施され

ていると認めたということが監査結果になっております。 

 また、Ⅲにつきましては、過去の閣議決定の中で４つの事項については監事が確認をし

ていきなさいと閣議決定の中で示された点がございますので、この部分については監査報

告に書くようにということで、総務省のほうでの報告書のひな形というものが令和３年度
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に示されております。その中の事項として挙げられておりますので、例年このような形で

意見として述べさせていただいているという状況でございます。 

○髙委員 分かりました。ありがとうございます。 

 先ほど調整いただいた報告書一覧の中でも、これに該当する部分が出てきますよね。第

２のところの業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置という中に項

目が出てきておりましたので、これに対応しているのかなと理解いたしました。例えば随

意契約の適正化を含めた入札・契約の状況というので、きちんと内部統制の仕組みをつく

っておられて、それを運用されているという御報告もいただいておりましたので、多分こ

れと連動するようなものと解釈していいのでしょうね。 

○国民生活センター西監事 内容としては、監事として内部統制、その中に当然契約のこ

と、契約監視委員会というものも業務実績等報告書の中で書いておりますけれども、その

場で監事として出席して適正に行われているどうかの確認をしているとかというようなこ

ともほぼ連動して、監事としては事業運営の内容を見させていただいているということで

ございます。 

○髙委員 ありがとうございました。 

○消費者庁地方協力課加藤課長 そのほか、いかがでしょうか。 

 お願いします。 

○長岡委員 長岡です。 

 １つ確認なのですけれども、去年の財務諸表を確認すればよかったのですが、先ほどの

自己評価のところでも御説明の記載があるのですけれども、減損の兆候があると判断した

というような記述があったと思うのですが、昨年度も減損の兆候についてはあると判断し

ていなかったでしょうか。 

○国民生活センター林田理事 林田ですけれども、昨年もございました。 

○長岡委員 結局、変わらないわけですよね。 

○国民生活センター林田理事 はい。変わりません。 

○長岡委員 だから、稼働率が今年は回復したけれども、そこまで回復していないという

ことですよね。 

○国民生活センター林田理事 おっしゃるとおりです。 

○長岡委員 承知いたしました。 

○消費者庁地方協力課加藤課長 ありがとうございました。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 特にそのほかございませんようでしたら、質疑のほうはここまでとしたいと思いますけ

れども、説明についてのやり取りはこれで一通りのやり取りとさせていただければと思い

ますが、最後に何か御発言などがありましたらお願いできればと思いますけれども、何か

ございますでしょうか。 

特によろしいでしょうか。 
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 それでは、今後さらに御質問などございましたら、事務局まで御連絡をいただければと

思います。 

 最後に、今後の予定につきまして事務局よりお願いいたします。 

○消費者庁地方協力課下村課長補佐 消費者庁の下村でございます。 

 資料５の「今後の予定」について御説明いたします。 

 次回の有識者懇談会につきましては、事前に日程調整をさせていただきまして、８月３

日開催ということで予定しているところでございます。本日の御議論の状況を踏まえまし

て、書面開催で実施させていただきたいと考えておりますけれども、よろしいでしょうか。 

（委員首肯） 

○消費者庁地方協力課下村課長補佐 ありがとうございます。それでは、次回の懇談会に

つきましては書面開催とさせていただければと思います。 

 本日の皆様からの御意見を踏まえまして、資料１－２の「令和４年度総合評定表」、資

料２－１の「中期目標期間総合評定表」と資料１－３「業務実績等報告書」及び資料２－

２の「中期目標期間業務実績」に主務大臣の評価を記載しました資料を来週７月28日めど

にメールさせていただければと思います。併せて印刷したものも郵送させていただきます

ので、委員の皆様におかれましては、８月３日木曜日めどで御意見を頂戴できればと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

 皆様からの御意見を踏まえまして、消費者庁が作成しました主務大臣評価につきまして

は、８月下旬に公表する予定となっておりますので、引き続きよろしくお願いいたします。 

 資料５「今後の予定」につきましては以上でございます。 

 以上で本日の議事は全て終了となります。 

 有識者の皆様、本日は大変貴重な御意見をありがとうございました。引き続き消費者庁

及び国民生活センターともども、御指導いただければと思います。 

 それでは、以上をもちまして第１回の有識者懇談会を終了とさせていただきます。長時

間にわたり御審議いただき、ありがとうございました。 


